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１.事業名

２.担当部署

３.事業の目的

４.事業の概要

５.事業対象

６.事業期間

８.事業評価

９.事業評価理由

10.事業の課題

11.課題の要因 課題なし

市民

当初計画では2,800人を見込んでいたが、支給対象者は545世帯の981人となった。

支給対象者981人のうち539世帯の970人へ支給を行い給付率は98.87％となった。

これにより、エネルギー・食料品等の物価高騰による負担の軽減が図られた。

課題なし

令和６年３月 令和６年９月

49,826千円

49,826千円

効果があった

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　事業効果検証シート

エネルギー・食料品等の価格高騰による負担を軽減するため、特に家計への影響が大きい低

所得者子育て世帯（住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯）に対して、給付金を支給す

るもの。

低所得者子育て世帯支援給付金事業【物価高騰対策給付金】

低所得者の子育て世帯（基準日である令和５年12月１日において、住民税非課税世帯及び均

等割のみ課税世帯）に給付金を支給し支援する。

・低所得世帯の18歳以下のこども　1人当たり50,000円

福祉事務所生活福祉課

７.事業費・決算額等

事業費(実施計画上の

計画額)　…Ａ

事業始期 事業終期

決算額　…B141,823千円

執行率（B／A） 35.13%
Ｂのうち

交付金充当額


